















─ 破毀院第 1民事部判決2016年 3月 9日 
〈フランス企業法判例研究〉 ─
柴  崎  　  暁
はじめに
Ⅰ，破毀院第一民事部2016年 3月 9日（GASSIAT対 CIC事件）
Ⅱ，保険法典 L. 113─12─ 2条の新設
おわりに
（ 1）　返済を担保する借主が加入するグループ保険（「借主保険」と略称する）一
般については，COURTIEU （Guy）, Assurance des emprunteurs, JurisClasseur 




















　2014年 HAMON法による改正までの消費法典 L. 312─9条（4）は，借主保険を






（ 4）　消費法典 L. 312─9条（2010年 7月 1日の法律による改正。HAMON法によ











































（ 6）　J. BIGOT, La loi Hamon et le contrat d’assurance: JCP G 2014, doctr. 634.
（ 7）　消費法典（2013年 7月26日の法律および2014年 3月17日の法律〔HAMON
法〕による改正，後に2016年 7月 1日の法律により第 1項が新 L. 313─14条
346　　比較法学 51巻 2号
─12─2条を以て借主保険の解約権を明文化し，「被保険者は貸付申込の署名日よ
り12月の期間内において契約を解約することができる〔l’assuré peut résilier le 
contrat dans un délai de douze mois à compter de la signature de l’offre de prêt〕」
に，第 2項が新 L. 313─15条に，第 3項が新 L. 313─16条に，第 4項が新 L. 
















L. 312─7条〔2016年改正以降は L. 313─9条〕に定義する申込書への借主の署
名が行われるまでは，貸主は，自らが提案したグループ保険契約と同等の水
準の保障〔niveau de garantie équivalent〕を他の保険契約が呈している以上
は，担保となる他の保険契約を拒絶することができない。本法典 L. 312─7条
〔2016年改正以降は L. 313─9条〕に定める貸借の申込書への署名より12箇月
の期間に借主が保険法典 L. 113─12─2条第 1項または共済法典 L. 221─10条第
2項に掲げられた解約権を行使する〔fait usage du droit de résiliation〕とき
はこれと同様とする。貸借契約は，前文に掲げる12箇月の期間を超えて，保









とする。借主が L. 312─7条〔2016年改正以降は L. 313─9条〕に定める解約権
借主保険の期中解約と HAMON法の適用　　347
とした（8）。HAMON法では同時に，消費法典の不動産信用にかかる融資契約




る。承諾する場合には，貸主は，L. 312─14─1条〔2016年改正以降は L. 313─
24条〕に従い，条件変更確認書〔avenant〕の方法により，本条第 7項〔＊〕
〔2016年改正以降は L. 313─3条第 2項〕に定める条件において代替指定を受
けた保険者から伝達された情報に基づき与信契約を変更するものとし，条件
変更確認書には，とりわけ，L.313─1条〔2016年改正以降は L. 313─1条ない





ることができない。／　④貸主が同じ L. 312─ 8条に定める修正申込書を作
成する方法，ならびに，貸主および代替指定を受けた保険者が契約締結の前
提情報を交換する条件は，コンセイユデタの議を経たデクレを以てこれを定

















（ 8）　保険法典 L. 113─12─2条（2014年 3月17日の法律第2014─344号第54条第Ⅴ
パラグラフにより新設）／　①（第 1文）保険契約が，消費法典 L. 312─2条
に定める貸借の名目で負担されている残高の全部または一部の返済であれ，
348　　比較法学 51巻 2号
Ⅰ，破毀院第一民事部2016年 3月 9日 
（GASSIAT対 CIC事件） 　　






















（10）　原審認定の事実は以下のとおりである。2010年11月 2 日，Maithé 
GASSIAT（以下 G）は，CIC SUD OUEST銀行（以下 C）において金額8800
および 7万4702（ユーロ）の 2件の不動産貸付を利用した。Gは返済の担保







隣少額裁判官〔juge de juridiction de proximité〕に①貸付に係る保険契約に
借主保険の期中解約と HAMON法の適用　　349
破毀院第一民事部2016年 3月 9日 no 15─18.899, 15─19.652, 269（11） である。第一
審で敗訴した契約者側は控訴し（12），控訴審で勝訴した。特別法である消費法
典の規定のために一般法である保険法典に定めた中途解約権が認められなくな








審理裁近隣少額判決2013年 9月23日（no 9113000005）は Gの請求を全面棄



















（13）　JurisData no 2015─007279.  評釈，JCP ed. G, 2015. 41 ［5 oct.］. 1058. note J. 
BIGOT; La Tribune de l’assurance, juin 2015, obs. P.─P. ALIPOE; Gaz. Pal. 9 
juill. 2015, p. 8, obs. D. SARDIN.




「UFC─Que choisir?」が G側への参加を申立てた。破毀院第一民事部2016年 3


























Roussel, prés.─rapp., MM. Lippmann, Franco, cons.; Mes Gerard─Deprez, Da 
Ros, Marvielle substituant Me Babin SCP KPDB, av.）








































参照し，請求棄却。」（Mme Batut （président）, Président. / SCP Boré et Salve 
de Bruneton, SCP Didier et Pinet, SCP Gaschignard, Avocat）
（16）　保険法典 L 133─1条が置かれている場所は，同法典中，「法律の部，第 1編
契約，第 3部人保険 〔assurances de personnes〕 および積立保険 〔opérations de 
capitalisation〕に関する諸規則，第 3章廃疾または死亡の危険に備える保険
へのアクセス〔Accès à l’assurance contre les risques d’invalidité ou de décès〕」
352　　比較法学 51巻 2号
典 L. 1411─2条（17） に基づき，国，フランス金融機関協会，フランス保険会社連
合会（FFSA），相互保険企業グループ（GEMA）および消費者患者協会の間
に，いわゆる「AERAS（健康リスクが高くても保険に入って借入できる






公衆衛生法典 L. 1141─1条ないし L. 1141─3条，L. 1141─5条および L. 1141─6
条」となっているが，それ以前は，同条の末尾が「下記に掲げるとおり〔ci













享受する。（なお，この規定は，2007年 2月 1日の改正で導入され，2013年 6
月27日のオルドナンス第2013─544号第18条による改正で，公衆衛生法典 L. 
1141─2条のうち établissement de créditの後ろに「（または／，）動産金融会
社〔sociétés de financement〕」が挿入された他は現在も同文である。




aeras/les─textes─de─reference.html 参 照。J.─M. BELORGEY, Contre la 
discrimination ou l’exclusion à raison de la santé, quelles stratégies ? Risques 
2001, no 45, p. 55.















「高度危険案件基金〔pool des risques très aggravés〕」に送付され，審査に
付される。貸借の上限は30万ユーロ，借主の完済時年齢が70歳を超えないこ




（20）　2006年版 AERAS協定（2006年 7月 6日調印・2007年 1月 7日発効）第 4
章 借主に伴う危険の補填 ─ 3）代替指定〔Titre IV La couverture des risques 

































1983年 3月 9日，Bul. Civ. 1983. 1. 91; RGAT 1983. 526.）。「保険者の契約の
相手方〔cocontractant〕」と呼ぶ判決さえ存在する（破毀院第一民事部1996
年11月13日，no 94─18.731（Bull. Civ., 1996. 1. no 390; JurisData no 1996─
004249; RGDA 1997, p. 221 note L. MAYAUX）。反面，金融機関は保険者被保
険者の間に結ばれる保険契約にとって「第三者〔tiers〕」であるとさえいわ
れている（破毀院第一民事部1997年11月25日，Resp. civile et assur., 1998, 
comm. 71 ; RGDA 1997 , p . 1066 note J . KULLMANN. c i té par Huber t 
GROUTEL, Fabrice LEDUC, Philippe PIERRE et Maud ASSELAIN, Traité du 
contrat d’assurance terrestre, Litec, 2008, no 2447, note 128.）。破毀院第一民
事部1999年10月13日（RGDA 2000, p. 149, note J. KULLMANN）が，加入者
〔adhérente〕による第一回目の保険料の支払がなかった場合に，保険契約が
「成立し得ざるもの〔n’avait pu se former〕」─正確には保険者の責任の始期
を条件づける給付が未履行だというべきであろうが─としていたことも，加
入者が，加入を通じて保険者との間に保険契約を成立させることの帰結であ
るという（GROUTEL et al., op. cit., loc. cit.  ただし，この引用者は逆の立場
と思われる破毀院第一民事部2004年 6月 2日，no 02─17510も挙示する）。
HAMON法以前も，直接的契約関係肯定説は疑問の余地がなかった。
BAILLOT, BIGOT et KULLMANN, Traité de droit des assurances, tome IV, 
借主保険の期中解約と HAMON法の適用　　355
［ 7 ］ 借主保険の生命保険該当性  
─本件は保険法典 L. 113─12条（当時）の適用除外にあたらないか
　次に，借主保険は，人保険〔assurances de personnes〕であり，保険法典 L. 
141─4条の意味におけるグループ保険〔assurances de groupe〕に分類される（24）。




をも含むため，純粋生命保険〔pur contrat d’assurance vie〕ではなく，判例は
これを「混合保険〔assurance mixte〕」「非生命保険的人保険〔assurance de 
personne non vie〕」と性質決定し，生命保険の取扱に服さないものであること
を認めてきた（25）。したがって，死亡保障の存在はこの種の保険に保険法典 L. 
LGDJ, 2007, no 831 et s. ［par L. MAYAUX］.  HAMON法発効以降は，この理
解を保険法典 L. 113─12─ 2条が法文上明確化している。
（24）　破毀院第一民事部1987年 7月 7日（no 85─14.605, JurisData no 1987─099292; 
RGAT 1988, p. 138, note J. BIGOT.）はこれを，保険法典 R. 321─1─16条の意
味における金銭的損失を補う保険であるとしたが，BIGOTは，これを誤っ
た単独説と断じる。保険金は借主「その人自身が晒される危険〔risques 
d’atteinte à sa personne〕」の発生によって支払われるところから，被保険者
は金融機関ではなく借主であり，かれの支払能力の喪失とは関係がないから




（25）　BIGOT, JCP ed. G., note, précité, 1─A─2o ─ 破毀院第一民事部1987年 5月19
日，RGAT 1987, p. 443, note J.─L. AUBERT. ─ 破毀院第一民事部1988年10月
11日，Bull. civ. 1988, I, no 277; RGAT 1989, p. 102, note J.─L. AUBERT. ─ 破毀
院第二民事部2005年 9月 8日，RGDA 2005, p. 983, note J. KULLMANN. ─ 破
毀院第二民事部2012年10月 4日，no 11─19.431; JurisData no 2012─022157; RGDA 
2013, p. 139, note J. BIGOT; Responsabilité civile et assurances, 2013, comm. 












となり得るというわけである。確かに，保険法典 L. 141─4条第 5項が「借入の
返済を保障することを目的とするグループ保険」は，「特別法の規定に服する
〔régies par des lois spéciales〕」としている（27）。同じ規則は，同じ法典の内部
で，種類の契約のために特別規定が設けられている場合にも適用される。保険
















解約権を認める非生命保険的人保険の例があるという。BIGOT, JCP ed. G., 
note, précité, 1─A─2o
（27）　BIGOT, JCP ed. G., note, précité, 1─B─1o 他方，保険法典自体がさらにその
一般法である民法典の原則を排除することができるのは，明文の規定がある
わけではないが，法の解釈の結果，黙示的にそれが認められる。「特別法の
一般法に対する優位の原則〔principe de prééminence des lois spéciales sur 
les lois générales〕のため，保険法典所定の特別規定はその効果としてこれ
と対立する民法典の規則を斥けることとなる」（J. BIGOT et al., Traité précité, 













（28）　ASSELAIN （Maud）, La Semaine Juridique Entreprise et Affaires no 29, 21 
Juillet 2016, 1418, no 25.






権を規定する保険法典 L. 113─15─2第 1項において，同様の理解を確認して
いる，という。ibid.
（30）　BIGOT, JCP ed. G., note, précité, 1─B─2o; J. BIGOT, Traité préc., t. III, 2e 





（31）　cf. J. KULLMANN, Traité préc., t. IV, no 938 et s.




において終了する（破毀院第一民事部2000年 4月26日，JurisData no 2000─
001564; Bull. civ. 2000, I, no 120; RGDA 2000, p. 895, note J. KULLMANN）。こ



























17.847: JurisData no 2000─000078; Bull. civ. 2000, I, no 10; RGDA 2000, p. 159, 
note J. KULLMANN. 破毀院第一民事部2000年 4月26日，RGDA 2000, p. 891, 
note J . KULLMANN. ─ Cf . P. VAILLIER, Sort du contrat d’assurance 
emprunteur en cas de déchéance du terme du prêt garanti: Responsabilités 
























い。COURTIEU, op. cit., no 35.




提案：AN, 2e séance, 27 juin 2013，Dallier et Procacciaおよび Labbé議員の
共同提案 : AN séance 12 sept. 2013等）。これらの提案理由はいずれも従来そ
のような解約権が「存在していなかったから」提案するものであるとの説明
をしている。また，憲法院による HAMON法案への合憲判断（憲法院判決





して，ALIPOE, note précitéは原審に賛成しているが，J. Bigot, JCP G 2014, 
doctr. 634, préc., spéc. no 30; D. Hauguel et P. Maraninchi, Les perspectives 






























COURTIEU op. cit., no 35.も不明であるとしている。
（40）　COURTIEU, op. cit., no 35.




Cass. com., 29 avr. 2002, no 99─15.072: JurisData no 2002─014148: JCP G 2003, 





通貨金融法典 L. 312─1─2条（43） の意味における拘束条件付販売またはグループ

















op. cit. , no 35; N. LEBLOND, De quelques difficultés suscitées par la 






（44）　COURTIEU, op. cit., no 37.
（45）　ibid. A. GOURIO, L’assurance de groupe n’est pas soumise a l’interdiction 







（47）　現時点で，保険法典 L. 113─15─2条は，2014年 3月17日の法律第344号第61
条第Ⅱパラグラフによりその施行デクレ公布後の2015年 1月 1日以降締結さ
れまたは黙示継続された契約にしか適用されない旨を判示した，破毀院第 2
民事部2017年 2月 2日，no 16─12.997, P＋B; JurisData no 2017─001617; JCP 
ed. G., No 13, 27 mars 2017, 338, note NOGUERO （David） に接したが，詳細
は別の機会に譲りたい。
